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第１章　環境保全に関する施策の推進

第１項　国における環境行政の動向
　国は平成５年11月に「環境基本法」を制定し、
環境政策の基本理念、社会の各主体の役割、基本
的な施策のプログラムを明らかにした。この法律
は、従来の公害対策基本法や自然環境保全法が規
制的手法をとるのに対し、環境そのものを総合的
に捉えて計画的に施策を講じようとするものであ
る。このなかで環境影響評価の推進が規定された
ことから、平成９年６月には「環境影響評価法」
が制定されることとなった。
　また、この環境基本法第15条に基づいた第四次
「環境基本計画」を平成24年４月に策定し、今日
の環境に関する状況・課題を的確に把握し、長期
的な視野に立って、環境行政の方向性を示した。
　地球温暖化問題では、平成９年12月に京都で開
催された気候変動枠組条約第３回締約国会議
（COP3）において採択された「京都議定書」に
おいて、我が国の温室効果ガスの削減目標が
「2008年から2012年の間に1990年を基準とした温
室効果ガス排出量の６％削減」と定められたこと
を受けて、平成10年10月に「地球温暖化対策の推
進に関する法律」が制定された。その後、我が国
は平成14年６月には京都議定書を批准し、ロシア
の批准により平成17年２月16日に京都議定書が発
効した。これを受けて、その目標達成のために必
要な措置を定めた「京都議定書目標達成計画」が
平成17年４月に定められた。
　平成20年は京都議定書の第一約束期間が開始し
たことから、６％削減の目標達成のため、「京都
議定書目標達成計画」を改定するとともに「地球
温暖化対策の推進に関する法律」の一部改正が行
われた。
　さらに、平成21年12月にデンマークのコペン
ハーゲンで開催されたCOP15において決定され
た「コペンハーゲン合意」に基づいて、政府は平
成22年１月に「2020年までに90年比で25％削減す
る」という目標を条約事務局に提出した。平成22
年11月にメキシコのカンクンで開催された
COP16では、「緑の気候基金」や技術メカニズム
の設立等を内容とするカンクン合意が採択され
た。平成23年11月に南アフリカのダーバンで開催

されたCOP17では、第二約束期間の設定に向け
た合意が成されたが、我が国を含む一部の国は参
加しないこととなった。平成24年11月にカタール
のドーハで開催されたCOP18では、2013 ～ 2020
年を第二約束期間として京都議定書が継続される
ことや、2020年以降の新たな枠組みづくりに向け
た作業計画が決定された。平成25年11月にポーラ
ンドのワルシャワで開催されたCOP19では、第
一約束期間の削減実績は8.2％が見込まれ、６％
削減目標を達成すること及び2020年の削減目標を
2005年比3.8％減とすることが示された。平成26
年12月にペルーのリマで開催されたCOP20で
は、途上国を含めた全ての国が2020年以降の新た
な枠組みに参加し、地球温暖化対策・温室効果ガ
スの排出削減目標を2015年５月末までに提出する
予定となった。
　廃棄物対策としては、循環型社会の形成を推進
して廃棄物問題の抜本的解決を目指すために「循
環型社会形成推進基本法」が平成12年５月に制定
され、関連法令の整備が進んだが、平成15年３月
には、良いものを大事に使う「スロー」なライフ
スタイルの確立や環境保全指向のものづくり・
サービスの提供、廃棄物の適正な循環的活用・処
分システムの確立を目指す「循環型社会形成推進
基本計画」が策定されるなど、その取組は着実に
進んでいる。
　化学物質対策は、人の健康や生態系に重大な影
響を及ぼす可能性のあるダイオキシンや内分泌攪
乱化学物質（環境ホルモン）に対して、平成11年
７月にダイオキシン類による環境汚染の防止と除
去等に関する基準を定めた「ダイオキシン類対策
特別措置法」と、事業者による化学物質の自主的
な管理の改善を促進し、環境保全上の支障を未然
に防止するための「特定化学物質の環境への排出
量の把握及び管理の改善の促進に関する法律
（PRTR法）」が制定された。
　また、平成13年６月には、ポリ塩化ビフェニル
（PCB）廃棄物の確実かつ適正な処理を総合的か
つ計画的に推進する「ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関する特別措置法」が、オ
ゾン層の破壊の原因となるフロンガスの回収破壊
を進めるため、「特定製品に係るフロン類の回収
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及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回
収破壊法）」が制定されている。
　生物多様性の保全では、平成５年12月に発効し
た生物多様性条約に基づき、平成７年10月、平成
14年３月、平成19年11月の三次に亘り、生物多様
性国家戦略が決定された。その後、平成20年６月
に、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関す
る施策の総合的かつ計画的な推進に関する「生物
多様性基本法」が施行された。平成22年10月に
は、生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）
が名古屋市で開催され、「愛知目標」の採択によ
り、2011年以降10年間の国際的な取組目標を定め
たことを受け、平成24年９月に愛知目標達成のた
めのロードマップとなる「生物多様性国家戦略
2012－2020」が決定された。
　また、平成23年８月に制定された「平成二十三
年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に
伴う原子力発電所事故により放出された放射性物
質による環境の汚染への対処に関する特別措置
法」により、現在、放射性物質の汚染状況の監視
が強化されている。
　今後、類似の問題に対応することを念頭にお
き、放射性物質による環境の汚染の防止のための
措置については、原子力基本法その他の関係法令
で定めることを規定していた環境基本法第13条が
削除された。これを受けて、平成25年６月に制定
された「放射性物質による環境の汚染の防止のた
めの関係法律の整備に関する法律」により、大気
汚染防止法等から放射性物質における除外規定が
削除され、放射性物質による汚染についても、環
境汚染として取り扱われることとなった。

第２項　大分県における環境行政の動向
　本県の環境保全に関する基本理念や環境保全施
策の基本的事項を示すものとして「大分県環境基
本条例」が平成11年９月に制定された。
　同年３月には環境影響評価の対象となる事業や
その手続き等を規定した「大分県環境影響評価条
例」を制定し、さらに、大分県公害防止条例を見
直して、新しい環境問題に対応する「大分県生活
環境の保全等に関する条例」を同年11月に制定し
て、自然環境及び生活環境の保全に努めてきたと
ころである。
　本県における環境施策は、平成10年３月に策定
した大分県環境基本計画「豊の国エコプラン」に
基づいた取組を行ってきた。しかし、環境情勢の
変化や、とりわけ「ごみゼロおおいた作戦」の推
進等を念頭に、平成17年11月に「大分県新環境基
本計画～ごみゼロおおいた推進基本プラン～」を
策定した。
　この計画は、「天然自然が輝く　恵み豊かで美
しく快適なおおいた」を目指すべき環境の将来像

とし、県民総参加による「ごみゼロおおいた作戦」
を着実に推進するための基本プランとして位置づ
けている。
　また、平成16年４月には、ごみのない美しく快
適な大分県づくりを広域的に進めるために「美し
く快適な大分県づくり条例」を制定し、平成16年
６月には、産業廃棄物の排出抑制や再生利用並び
にその適正処理を推進する財源を確保するため
に、「大分県産業廃棄物税条例」を制定、平成17
年７月には、産業廃棄物の適正な処理を推進する
ため「大分県産業廃棄物の適正な処理に関する条
例」を制定した。
　さらに、平成18年６月に土砂の埋立て等による
土壌の汚染及び水質の汚濁並びに土砂の崩落等に
よる災害を未然に防止するため「大分県土砂等の
たい積行為の規制に関する条例」を制定した。
　平成26年９月30日現在の本県の環境関連条例に
ついては表1-2のとおりである。
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表1-2　県の環境関連条例
条例等の名称 公布年月日 概　　　　　　　　　　　　　　要

大分県環境基本条例 平11. 9.30 環境の保全に関する基本理念、県・市町村・事業者・県民の責務、環境保全施策の基本
となる事項を規定

大分県環境影響評価条例 平11. 3.16 環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業に関する環境影響評価の手続等について規
定

大分県生活環境の保全等に関する条例 平11.12.24 公害の防止に関する規制に加えて、化学物質や廃棄物の適正処理などの事業活動や日常
生活における環境への負荷の低減のための措置等について規定

美しく快適な大分県づくり条例 平16. 3.31 ごみのない美しく快適な大分県づくりを県民総参加のもと広域的に推進するため、ごみ
のポイ捨てやピンクちらし掲示等の行為を禁止すること等について規定

大分県エコエネルギー導入促進条例 平15. 3.20 太陽光、風力等のエコエネルギーの導入促進について、各主体の責務等を明確にすると
ともに、施策の基本的事項について規定

大分県産業廃棄物税条例 平16. 6.25 産業廃棄物の排出抑制や再生利用等の取組を誘導するとともに、産業廃棄物の適正処理
推進のための税の仕組み等について規定

大分県産業廃棄物の適正な処理に関する条例 平17. 7.11 産業廃棄物処理施設の設置及び県外産業廃棄物の搬入に係る事前手続等を規定

大分県土砂等のたい積行為の規制に関する条例 平18. 7. 7 土砂等に関する安全基準等を設定し、不適切なたい積行為の禁止、特定事業に関する規
制について規定

水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づく排
水基準を定める条例 昭47.12.25 瀬戸内法適用区域内の事業所（排水量50㎥ /日）に適用

規制項目はCOD、SS、n - ヘキサン抽出物質

大分県公害紛争処理条例 昭45. 9.29 大分県公害審査会の設置、手続費用等公害紛争の処理について規定

大分県公害被害救済措置条例 昭48.12.25 原因不明の公害被害の救済について規定
大気汚染による健康被害、水質汚濁による漁業被害

大分県立自然公園条例 昭32.12.27 すぐれた風致景観の保護と利用を図ることを目的として、自然公園の指定、区域内にお
ける工作物の設置等の行為の規制、公園事業等について規定

大分県自然環境保全条例 昭47.10.13 すぐれた自然環境の保全を図ることを目的として、自然環境保全地域の指定、区域内に
おける工作物の設置等の行為の規制、保全計画等について規定

大分県自然海浜保全地区条例 昭55.10. 1 瀬戸内海区域の海水浴などの公衆の利用に供されている自然海浜の保全と利用を図るこ
とを目的として、自然海浜保全地区の指定、地区内の行為の届出、勧告等について規定

大分県希少野生動植物の保護に関する条例 平18. 3.30 希少野生動植物の保護の推進を目的として、希少野生動植物の指定、生息地の保護に関
する規制等について規定

大分県環境緑化条例 昭48. 4.16 緑地の保全と回復を図ることを目的として、緑化基本計画の策定、緑化地域の指定、緑
化のための施策等について規定

大分県沿道の景観保全等に関する条例 昭63. 3.30
県道等の沿道の景観保全及び環境美化を推進するため、沿道景観保全地区（沿道景観保
全樹木を含む。）及び沿道環境美化地区を指定し、地区内の行為の届出指導等について
規定
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第１項　ごみゼロおおいた作戦の推進

１　ごみゼロおおいた作戦の目標
　本県では、身近なごみ問題から温暖化問題と
いった地球規模に至るまでの環境課題の解決に
向けて、平成15年度から「ごみゼロおおいた作
戦」を展開している。
　私たちのふるさと大分は、緑豊かな山野、大
地を潤す水清らかな河川、変化に富んだ海岸等
美しい自然に恵まれている。これらの美しい自
然や快適な環境は、地域の環境を美しく保ち、
快適な生活環境を確保しようとする県民及び事
業者の日々の取組の積み重ねによって培われる
ものである。私たちは、この豊かな自然の恵沢
が将来の世代においても享受できるよう、美し
く快適な環境を守り、次の世代に確実に継承し
ていく責務を有している。
　そのためには、私たち一人ひとりが、ふるさ
との美しく快適な環境がかけがえのない財産で
あることを深く認識し、身近な日常生活の中で
環境美化の取組を実践するとともに、県、市町
村、県民及び事業者が協働して、美観や清潔さ
を保持し、周辺の生活環境を損なわないよう配
慮し、美しく快適な大分県づくりを推し進めて
いくことが極めて重要である。
　ごみゼロおおいた作戦は、すべての県民が一
体となって、県民総参加による環境美化や快適
な生活環境の保全の運動を展開することによ
り、美しく快適な県土を守り育て、これを次代
に引き継いでいくことを目指している。

２　ごみゼロおおいた作戦県民会議
　ごみゼロおおいた作戦は、学識経験者や環境
関係の団体、事業所、環境NPO法人等の役員
及び公募委員で構成する「ごみゼロおおいた作

戦県民会議（以下「県民会議」という。）」を中
心に、県民の自由な発想や活動を引き出し、支
えながら進めている。県民会議は、①環境保全
に関して広く県民に実践行動を呼びかける、②
県民宣言を採択して県内全域に広報するととも
に、ごみゼロおおいたキャンペーンを展開す
る、③県の環境施策全般に対し意見を提出す
る、といった役割を担っている。

３　ごみゼロおおいた作戦実施本部
　県庁内には、各部に跨る環境行政全般を一体
的・総合的に推進するため、知事を本部長とす
る「ごみゼロおおいた作戦実施本部」を設置し、
県民会議と緊密に連携しながら各般の環境施策
を推進している。

４　施策での位置づけと経過
　ごみゼロおおいた作戦は、平成17年10月に策
定した大分県長期総合計画「安心・活力・発展
プラン2005－ともに築こう大分の未来－」に
おいて、分野横断的に集中的・重点的に取り組
む８つの重点戦略の一つである「豊かな天然自
然　磨き輝き戦略」に位置づけられ、これまで
以上に取組を強化していくこととなった。この
大分県長期総合計画の環境側面における部門計
画として策定された「大分県新環境基本計画－
ごみゼロおおいた推進基本プラン－」に基づ
き、各般の環境施策を着実に推進することに
よって、『天然自然が輝く　恵み豊かで美しく
快適なおおいた』の実現を目指している。平成
19年９月には、「大分県新環境基本計画」の基
本目標に合わせ、「ごみゼロおおいた作戦県民
会議」に設置する専門部会８部会を５部会に統
合した。また、平成24年３月には、「大分県新
環境基本計画」の改訂を行い、基本目標の「環
境産業の育成」を「環境･エネルギー産業の育成」
に、「すべての主体が参加する地域社会の形成」
を「すべての主体が参加する美しく快適な県づ
くり」に変更した。（ごみゼロおおいた作戦の
概念図は次の図2-1を参照）

第２節　ごみゼロおおいた作戦の展開

ごみゼロおおいた作戦県民会議
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図2-1　ごみゼロおおいた作戦の概念図

ごみゼロおおいた作戦の展開

（目標） 大分の恵み豊かな自然環境を守り、将来に継承するため、県・市町村・
事業所・県民の総参加のもと全国に誇れる環境に配慮した美しく快適
な大分県づくりを進める。

ごみゼロおおいた作戦県民会議
○自然保護・観光部会　　○廃棄物・大気・水環境部会　　　　○地球環境・エネルギー部会
○環境技術部会　　　　　○環境教育・ボランティア部会

ごみゼロおおいた作戦実施本部
県
民
総
参
加
の
取
組

Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
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テ
ィ
ア
と
の
協
働

　庁内に、知事を本部長とするごみ
ゼロおおいた作戦実施本部を設置
し、部局横断的に環境行政を一体
的・総合的に推進する。

全庁的な取組
◎ 豊かな自然との共生と快適な地域
環境の創造

◎循環を基調とする地域社会の構築
◎地球環境問題への取組の推進
◎環境・エネルギー産業の育成
◎ すべての主体が参加する美しく快
適な県づくり

◎ 地球温暖化防止活
動推進センター
◎ ごみゼロおおいた
推進隊等による地
域活動
◎環境保全啓発活動

◎条例化による啓発
◎ 県の環境関連各事
業を通じた意識啓
発

• ごみゼロおおいた
キャンペーン

• 地球温暖化防止対
策の推進

•3Rの推進
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環境保全に関する施策の推進

５　地域での自発的な環境保全活動について
　ごみゼロおおいた作戦では、これまでの県民
総参加の取組が着実に定着してきており、道路
や観光地、海岸の清掃などを行う120万人県民
一斉ごみゼロ大行動では、平成 25年度で
346,833人、平成26年度（平成27年１月末現在）
では35万人を超える規模の参加となったのを始
め、夏至の日と七夕の日に行うキャンドルナイ
トも、平成26年度で2,765事業所の参加があっ
た。
　また、地域住民や企業、団体等による環境保
全活動も広がってきており、花いっぱい運動や
身近な清掃活動を行う「ごみゼロ隊」の登録数
は、平成26年度（平成27年１月末現在）には1,982
団体に達している。特に、地域の自発的な環境
保全活動の牽引役として廃棄物の減量化やリサ
イクルなどの3R活動に取り組んでいる「ごみ
ゼロおおいた推進隊」の累計任命数は、平成26
年度（平成27年１月末現在）に165団体となっ
ている。

第２項　今後の施策の方向性
　県民総参加のもと、美しく快適な大分県づくり
を進めることを目標に展開してきたごみゼロおお
いた作戦は取組から10年を経過し、120万人県民

一斉ごみゼロ大行動やキャンドルナイトの参加
数、ごみゼロおおいた推進隊・ごみゼロ隊の任
命・登録数が大幅に増加するなど、県下各地で自
発的な環境保全活動が広がり着実に成果が上がっ
てきているが、地域における身近なごみ拾い活動
から、廃棄物の発生抑制などの3Rの推進、自然
環境の保護、ひいては地球温暖化防止対策まで、
広範囲にわたる環境問題に取り組む活動の輪をさ
らに広げていくため、今後も県民運動として推進
していく必要がある。
　一方で、河川の水環境の改善や海岸漂着ごみの
問題など、まだまだ取り組んでいかなければなら
ない課題があるため、今後新たな10年に向けてこ
れまでのごみゼロおおいた作戦の取組をさらに広
げ、河川や海岸の環境保全活動など「豊かな水環
境の創出」を推進する。

第３項　主要な施策
　大分県長期総合計画の実行にあたり設定された
平成26年度の「おおいた成長枠」事業のうち、ご
みゼロおおいた作戦関連事業として実施される主
な施策は表2-3のとおりである。（平成25年度に実
施した105の環境関連事業および平成26年度に実
施される109の環境関連事業は「第３部ごみゼロ
おおいた作戦環境関連事業の取組状況」を参照）

表2-3　平成26年度の「おおいた成長枠」事業　ごみゼロおおいた作戦関連事業（単位：千円）
事　　業　　名 予　算　額 事　業　内　容 担　当　課（室）

ユネスコエコパーク推進事業 1,500 環境保全のための研究・活動の推進、自然と共生した地域振興を目的に、祖母・傾
地域一帯をユネスコエコパークに登録するための検討を関係市等とともに行う。 文化スポーツ振興課

おおいたジオパーク推進事業 18,004
（一部）

平成25年９月に県内初の日本ジオパークに認定された姫島村と豊後大野市のジオ
パーク活動を持続可能なものとするため、両地域への支援を行うほか、地域資源の
学術的価値を高め、豊かな自然環境や地質遺産等「おおいた」の地域力を広く情報
発信するため、懸賞論文の募集による調査研究の推進、地質愛好家に向けた情報発
信の強化、動植物概況調査等を実施する。

生活環境企画課

環境放射線緊急時モニタリング体
制強化事業 1,695 原発事故発生時等緊急時における適切な防護措置の判断に資するため実施する環境

放射線モニタリングの実施体制を整備する。 環境保全課

生活排水処理施設整備推進事業 399,309
（一部）

大分の恵み豊かな水環境を保全するため、県費交付金及び補助金の助成により市町
村の財政負担を軽減し、県と市町村が連携して生活排水処理率の向上及び未着手事
業の早期着手を図る。
H26予算額 201,678千円　

（内一部特枠 60,000千円）

公園・生活排水課

地熱フル活用おおいた新活力創出
事業 248,772 

地熱・温泉熱エネルギーの有効利用を進めるため、県農林水産研究指導センター花
きグループ（別府市）に、温泉を利用した発電設備、農業ハウス、観光用展示ハウ
スを整備する。

工業振興課


